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高額介護サービス費等の支給並びに食費及び居住費等の 

負担限度額認定等の運用について 

 

 

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第５１

条に規定する高額介護サービス費及び法第６１条に規定する高額居宅支

援サービス費、法第５１条の２第２項第１号に規定する食費の負担限度

額及び同項第２号に規定する居住費の負担限度額並びに法第６１条の２

第２項第１号に規定する食費の負担限度額及び同項第２号に規定する滞

在費の負担限度額並びに介護保険法施行法（平成９年法律第１２４号）

第１３条第３項に規定する厚生労働大臣が定める割合並びに同条第５項

第１号に規定する食費の特定負担限度額及び同項第２号に規定する居住

費の特定負担限度額に係る支給要件等については、介護保険法施行令（

平成１０年政令第４１２号。以下「施行令」という。）第２２条の２及

び第２９条の２、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。

以下「施行規則」という。）第８３条の２から第８３条の８まで（施行

規則第９７条の４及び第１７２条の２において準用する場合を含む。）

及び施行規則第９７条の３、介護保険法第５１条の２第２項第１号及び

第６１条の２第２項第１号に規定する食費の負担限度額（平成１７年９

月厚生労働省告示第４１３号。以下「食費の負担限度額告示」とい

う。）、介護保険法第５１条の２第２項第２号に規定する居住費の負担



限度額及び同法第６１条の２第２項第２号に規定する滞在費の負担限度

額（平成１７年９月厚生労働省告示第４１４号。以下「居住費等の負担

限度額告示」という。）、厚生労働大臣が定める旧措置入所者の所得の

区分及び割合（平成１７年９月厚生労働省告示第４０９号。以下「割合

告示」という。）、介護保険法施行法第１３条第５項第１号に規定する

食費の特定負担限度額（平成１７年９月厚生労働省告示第４１７号。以

下「食費の特定負担限度額告示」という。）並びに介護保険法施行法第

１３条第５項第２号に規定する居住費の特定負担限度額（平成１７年９

月厚生労働省告示第４１８号。以下「居住費の特定負担限度額告示」と

いう。）において明らかにしているところであるが、その運用の詳細に

ついては下記のとおりであり、平成１７年１０月１日から適用すること

としたので、御了知の上、管下市町村、関係団体、関係機関等にその周

知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のないようにされたい。 

 なお、本通知の施行に伴い、「高額介護サービス費等の支給及び食事

の標準負担額の減額認定等の運用について」（平成１２年５月２日老介

第５号厚生省老人保健福祉局介護保険課長通知）は、平成１７年９月３

０日限り廃止する。 

 

 

記 

 

 

１ 高額介護サービス費及び高額居宅支援サービス費の支給事務の運用

の詳細について 

 (1) 施行令第２２条の２第４項及び第２９条の２第４項の適用につい

て 

   月の途中で生活保護が開始された被保護者に対する施行令第２２

条の２第４項及び第２９条の２第４項の適用は、当該月の初日にさ

かのぼって行われるものとすること。 

 (2) 市町村民税世帯非課税者に対する施行令第２２条の２第５項第１

号及び第２９条の２第５項第１号の規定の適用について 

   施行令第２２条の２第５項第１号又は第２９条の２第５項第１号



に掲げる者に該当するかの判断は、高額介護サービス費又は高額居

宅支援サービス費の支給の対象となるサービスの利用があった月ご

とに、それぞれの月の初日において当該被保険者が属する世帯の世

帯主及び世帯員の、同日における課税状況により行うものとするこ

と。 

 (3) 要保護者に対する施行令第２２条の２第５項第２号及び第６項並

びに第２９条の２第５項第２号及び第６項の規定の適用について 

  ア 要保護者である被保険者が、施行令第２２条の２第５項第２号

若しくは第６項又は第２９条の２第５項第２号若しくは第６項の

規定の適用を受けるに当たっては、当該被保険者について生活保

護の保護申請が却下され、又は生活保護が廃止され、かつ、これ

らの規定を適用することが必要であると認められたことが前提と

なるが、これらの場合におけるこれらの規定の適用は、保護の却

下に係る申請が行われた月又は保護が廃止された月の初日にさか

のぼって行われるものとすること。 

  イ 上記アの場合における施行令第２２条の２第５項第２号若しく

は第６項又は第２９条の２第５項第２号若しくは第６項の規定の

適用は、これらの規定の適用が開始された年度の翌年度の６月末

日まで継続するものとすること。 

 (4) 高額介護サービス費の支給に係る申請手続の負担軽減の取扱いに

ついて 

  ア  申請手続の負担軽減 

    高額介護サービス費の支給対象となった場合における受給対象

者の毎回の申請・受給に係る負担を軽減するため、 

   (ｱ) 申請書の記載内容の工夫などにより、申請は初回のみで足り

るようにする 

   (ｲ) 申請時に利用者負担額の申告及び領収書の添付を求めない 

   (ｳ) 高額介護サービス費の受け取りについても、初回申請時に指

定した口座に振り込む 

   など適切に対応されたいこと。 

  イ 負担軽減後の利用者負担段階の把握 

    申請手続の負担軽減実施後は、その都度ごとの申請手続がなく



なることから、保険者において高額介護サービス費の受給対象者

に係る世帯の状況や当該世帯の所得の状況等について継続的に把

握し、利用者負担段階に変更がないかを把握する必要がある。 

    なお、被保険者が市町村民税世帯非課税者に該当するか否かに

ついては、これまでと同様、高額介護サービス費の支給対象とな

るサービスの利用月ごとに、それぞれの月の初日における当該被

保険者が属する世帯の世帯主及び世帯員の課税状況により判断す

る。 

  ウ 世帯構成の変更の事実の把握 

    高額介護サービス費の受給対象者に係る転入・転出・居住地変

更・死亡等の届出又は住民基本台帳情報による異動状況の確認な

ど、市町村の実情に応じた仕組みにより、随時、世帯構成の変更

の事実の把握に努めること。 

    世帯構成の変更の事実を把握した場合には、高額介護サービス

費の受給対象者及びその他の世帯員の所得や課税状況等を把握し

た上で、利用者負担段階の変更の有無について判定すること。 

  エ 所得状況の変更の事実の把握 

    介護保険料の算定に当たり、保険料段階確定の際に、被保険者

本人及び世帯の所得、年金、市町村民税の課税・非課税状況を把

握することとしている。 

    その際、高額介護サービス費の受給対象者について、所得状況

の変更の事実を把握した場合には、利用者負担段階の変更の有無

について判定すること。 

  オ 利用者負担段階の変更がある場合の対応 

    判定の結果、利用者負担段階に変更がある場合、速やかに新た

な利用者負担段階となるよう所要の手続を行うこと。 

 

２  食費及び居住費等の負担限度額認定の運用について 

 (1) 市町村民税世帯非課税者に対する負担限度額認定について 

  ア 施行規則第８３条の５第１号に掲げる者（イにおいて「市町村

民税世帯非課税者という。）に係る同条に規定する市町村の認定

（以下「負担限度額認定」という。）は、施行規則第８３条の６



に基づく申請書の提出が行われた日（申請日）において当該被保

険者が属する世帯の世帯主及び世帯員の、申請日における課税状

況により行うものとすること。 

  イ 市町村民税世帯非課税者に対する負担限度額認定は、申請日の

属する月の初日にさかのぼって効力を有するものとすること。 

 (2) 施行規則第８３条の５第２号に掲げる者に対する負担限度額認定

について 

   要保護者である被保険者が、施行規則第８３条の５第２号に掲げ

る者として負担限度額認定を受けるに当たっては、当該被保険者に

ついて生活保護の保護申請が却下され、又は生活保護が廃止され、

かつ、負担限度額認定が必要であると認められたことが前提となる

が、これらの場合における負担限度額認定は、保護の却下に係る申

請が行われた月又は保護が廃止された日が属する月の初日にさかの

ぼって行われるものとすること。 

 (3) 被保護者に対する負担限度額認定について 

   被保護者に対する負担限度額認定は、保護が開始された日の属す

る月の初日にさかのぼって効力を有するものとすること。 

 (4) 施行規則第８３条の５第４号に掲げる者に対する負担限度額認定

（市町村民税課税世帯における食費・居住費の特例減額措置）につ

いて 

  ア 施行規則第８３条の５第４号に掲げる者については、次の①及

び②を適用することとしている。 

   ① 食費の負担限度額告示の表の３の項の下欄に掲げる食費の負

担限度額 

   ② 居住費等の負担限度額告示の表の１の項の下欄に掲げる居住

費の負担限度額 

  イ 適用順序 

   (ｱ) 食事の提供に要する費用からアの①の額を控除した額と、居

住の提供に要する費用からアの②の額を控除した額を比べ、よ

り低い方の負担限度額を適用する。 

   (ｲ) (ｱ)を適用するだけでは、施行規則第８３条の５第４号イの要

件に該当したままである場合については、もう一方の負担限度



額を適用する。 

   (ｳ) (ｲ)を適用しても、なお施行規則第８３条の５第４号イの要件

に該当したままである場合については、アの①及び②のいずれ

の負担限度額も適用する。 

  ウ 具体的な事務手続 

   (ｱ) 申請者の属する世帯に、収入、現金、預貯金等又は資産を有

する世帯員が加わること等により施行規則第８３条の５第４号

に該当しなくなった場合には認定証を返還する必要があるので、

介護保険負担限度額認定決定通知書の「（承認内容）」の欄に

「ただし、市町村民税課税世帯における食費・居住費の特例減

額措置の要件（介護保険法施行規則第８３条の５第４号）に該

当しなくなった場合には負担限度額認定証を返還する必要があ

ります。」といった記載をするなど適切に対処されたい。 

     また、この課税層の特例減額措置については、施設から退所

したときにも認定証を返還する必要があるので、認定証の有効

期限の欄「平成○○年○月○○日まで」の次に「又は施設から

退所するまで」と記載するなど、適切に対処されたい。 

   (ｲ) 認定証の記載に当たり、負担限度額を適用しない部分（イに

おいて負担限度額を適用しないとされた食費又は居住費及び入

所する居室以外の居室の居住費）については、負担限度額を適

用しないことが分かるように、負担限度額の欄に、例えば「   

      」（取消線）、「＊＊＊＊」、「負担限度額なし」等の記

載をされたい。 

   (ｳ) なお、資産等の申告に関する様式の例を参考として示す（別

添様式第一号）。 

  エ 施行規則第８３条の５第４号に掲げる者に対する負担限度額認

定の基準日及び効力 

   (ｱ) 施行規則第８３条の５第４号に掲げる者に対する負担限度額

認定は、施行規則第８３条の６に基づく申請書の提出が行われ

た日（申請日）において当該被保険者が属する世帯の世帯主及

び世帯員の、申請日における課税状況等により行うものとする

こと。 



   (ｲ) 施行規則第８３条の５第４号に掲げる者に対する負担限度額

認定は、申請日の属する月の初日にさかのぼって効力を有する

ものとすること。 

 (5) 認定証の有効期限 

   施行規則第８３条の６第４項に規定する認定証の有効期限は、負

担限度額認定の発効日の属する年度の翌年度の６月末日まで（負担

限度額認定の発効日の属する月が４月、５月又は６月である場合（

施行規則第８３条の５第２号に掲げる者に対する負担限度額認定の

場合を除く。）にあっては、当該月の属する年度の６月末日まで）

とすること。 

 

３ 旧措置入所者に係る利用者負担の減免の手続等について 

 (1) 利用者負担の減免の申請 

   割合告示の表の上欄の２の項、３の項又は４の項に規定する者に

対する同表の下欄の割合（１００分の９０を超える割合に限る。）

の適用（以下「利用者負担の減免」という。）は、旧措置入所者か

らの申請に基づいて行うものとすること。 

 (2) 利用者負担の減免の認定 

  ア 割合告示の表の上欄の２の項及び３の項に規定する市町村民税

世帯非課税者に係る利用者負担の減免の認定は、(1)の申請書の提

出が行われた日（申請日）において当該旧措置入所者が属する世

帯の世帯主及び世帯員の、申請日における課税状況により行うも

のとすること。 

  イ 割合告示の表の上欄の２の項及び３の項に規定する者に係る利

用者負担の減免は、申請日の属する月の初日にさかのぼって効力

を有するものとすること。 

  ウ 被保護者に係る利用者負担の減免は、保護が開始された日の属

する月の初日にさかのぼって効力を有するものとすること。 

 (3) 利用者負担の減免を証する書面 

  ア 市町村は、利用者負担の減免の認定を行ったときは、当該認定

が行われた旨を証する書面（様式は別添様式第二号の例によるも

のとする。）を旧措置入所者に対して交付すること。 



  イ アの書面の有効期限は、利用者負担の減免の適用開始日の属す

る年度の翌年度の６月末日まで（利用者負担の減免の適用開始日

の属する月が４月、５月又は６月である場合には、当該月の属す

る年度の６月末日まで）とすること。 

 

４ 旧措置入所者の食費及び居住費の特定負担限度額認定の運用につい

て 

 (1) 市町村民税世帯非課税者に対する特定負担限度額認定について 

   施行規則第１７２条の２において準用する施行規則第８３条の５

第１号に掲げる者に係る市町村の認定（以下「特定負担限度額認定

」という。）については、２(1)を準用すること。 

 (2) 施行規則第１７２条の２において準用する施行規則第８３条の５

第２号に掲げる者に係る認定について 

   施行規則第１７２条の２において準用する施行規則第８３条の５

第２号に掲げる者に係る特定負担限度額認定については、２(2)を準

用すること。 

 (3) 被保護者に係る認定について 

   被保護者に係る特定負担限度額認定については、２(3)を準用する

こと。 

 (4) 施行規則第１７２条の２において準用する施行規則第８３条の５

第４号に掲げる者に対する特定負担限度額認定について 

   ア 施行規則第１７２条の２において準用する施行規則第８３条

の５第４号に掲げる者については、次の①及び②を適用するこ

ととしている。 

    ① 食費の特定負担限度額告示の表の３の項の下欄に掲げる食

費の特定負担限度額 

    ② 居住費の特定負担限度額告示の表の１の項の下欄に掲げる

居住費の特定負担限度額 

   イ 適用順序、具体的な事務手続並びに特定負担限度額認定の基

準日及び効力 

     適用順序、具体的な事務手続並びに特定負担限度額認定の基

準日及び効力については、２(4)イからエを準用すること。 



 (5) 認定証の有効期限  

   施行規則第１７２条の２において準用する施行規則第８３条の６

第４項に規定する認定証の有効期限は、特定負担限度額認定の発効

日の属する年度の翌年度の６月末日まで（特定負担限度額認定の発

効日の属する月が４月、５月又は６月である場合（施行規則第１７

２条の２において準用する施行規則第８３条の５第２号に掲げる者

に対する特定負担限度額認定の場合を除く。）には、当該月の属す

る年度の６月末日まで）とすること。 

 (6) 認定証の居住費の特定負担限度額の欄への記載方法 

   平成１７年９月３０日において廃止前の厚生労働大臣が定める旧

措置入所者の所得の区分及び割合（平成１２年厚生省告示第６３

号）における旧措置入所者の割合が１００分の９５以上の者（以下

「実質的負担軽減者」という。）については、入所する居室の種別

（申請書に記入された入所する居室の種別）にのみ金額を記載する

こととし、それ以外の居室については、「    」（取消線）、

「＊＊＊＊」等の記載をされたい。 

   また、実質的負担軽減者以外の者については、全ての種別の居室

に金額を記載することとする。 

 

 



別添様式第一号 
市町村民税課税世帯における食費・居住費の特例減額措置に係る資産等申告書（参考） 

 
 介護保険法施行規則第８３条の６（第１７２条の２において準用する場合を含む。）の規定に

基づき、次のとおり申告をします。 
 
１ 申請者と同一の世帯に属する者（又は属するとみなされる者（※）） 

氏名(フリガナ) 
申請者と

の関係 
性

別 
生年月日 住所・電話番号 

  男 
女 

  年 月 日
〒 
        （  ）  －  

  男 
女 

  年 月 日
〒 
        （  ）  －  

  男 
女 

  年 月 日
〒 
        （  ）  －  

  男 
女 

  年 月 日
〒 
        （  ）  －  

※ 申請者が介護保険施設に入所することにより世帯分離をした場合において、それ以前に同世

帯であった世帯に属する者をいいます。 
 
２ 申請者と上記世帯員に係る資産の状況 
 (1) 不動産 

延面積 所有者氏名 所在地 備考  

(1) 宅地 

 
有 
無 

  〒  土 
 

地 (2) 田畑 

 その他 

有 
無 

  〒  

(1) 居住用 

 の持家 

有 
無 

  〒  
建 

物 (2) その他 有 
無 

  〒  

 
 (2) 現金及び預貯金等 

現 金            円 
預貯金先 口座番号 口座名義 預貯金額 
   円

預貯金 

   円

種類 額面 評価概算額 有価証券 有 
無  円 円



 (3) その他の資産 

使用状況 所有者氏名 車種等 評価概算額  
自動車 

 
有 
無 

使用 
未使用 

 
 

 
 

円

貴金属 有 
無 

その他 
高価なもの 

有 
無 

品名 

円

 
 上記のとおり、相違ありません。 
○○市（町村）長 様 
 平成  年  月  日 
 （申請者）住所  氏名         印 
 （世帯員）住所  氏名         印

      住所  氏名         印

      住所  氏名         印

 
 
注意事項 

(1) 所有する資産については、下記に従って記入してください。 
 ① 同じ種類の資産を複数所有している場合は、そのすべてを記入してください。 
 ② 不動産の表の備考には、不動産の種類、使用目的等を記入してください。 
 ③ 評価概算額については、現在売却した場合のおおよその金額を記入してください。 
(2) 書ききれない場合は、余白に記入するか又は別紙に記入の上添付してください。 

(3) 添付書類 

 ① 入所し、又は入所する予定の施設における施設利用料、食費及び居住費について記載さ

れている契約書などの写し 
 ② 所得証明書、源泉徴収票、年金支払通知書、確定申告書の写しその他収入を証する書類 

 ③ 預貯金通帳の写し 

(4) 不実の申告をして不正に認定を受けた場合、刑法の規定によって処罰されることがありま

す。 

 

 
 



別添様式第二号 
 （裏 面） 

注 

意 

事 

項 

一 
 

特
定
介
護
老
人
福
祉
施
設
か
ら
指
定
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
と
き
は
、
必
ず 

事
前
に
、
こ
の
認
定
証
を
施
設
の
窓
口
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

二 

指
定
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
と
き
に
支
払
う
金
額
は
、
介
護
費
用
か
ら
介
護
費

用
に
給
付
率
を
乗
じ
た
額
を
引
い
た
額
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
介
護
保
険
特
定
負
担
限
度
額
認

定
証
に
よ
っ
て
指
定
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
際
に
食
事
の
提
供
を
受
け
、
又
は

居
住
す
る
場
合
に
は
、
当
該
介
護
保
険
特
定
負
担
限
度
額
認
定
証
に
記
載
す
る
特
定
負
担
限
度

額
が
支
払
い
の
上
限
と
な
り
ま
す
。 

三 

被
保
険
者
の
資
格
が
な
く
な
っ
た
と
き
、
減
額
・
免
除
等
の
認
定
の
条
件
に
該
当
し
な
く
な

っ
た
と
き
、
減
額
・
免
除
等
の
認
定
証
の
有
効
期
限
に
至
っ
た
と
き
、
又
は
特
定
介
護
老
人
福

祉
施
設
を
退
所
し
た
と
き
（
引
き
続
き
、
他
の
指
定
介
護
老
人
福
祉
施
設
に
入
所
す
る
場
合
を

除
く
。
）
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
の
証
を
市
町
村
に
返
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
転
出
の
届
出
を

す
る
際
に
は
、
こ
の
証
を
添
え
て
く
だ
さ
い
。 

四 

こ
の
証
の
表
面
の
記
載
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
十
四
日
以
内
に
、
こ
の
証
を
添 

え
て
、
市
町
村
に
そ
の
旨
を
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。 

五 
 

不
正
に
こ
の
証
を
使
用
し
た
者
は
、
刑
法
に
よ
り
詐
欺
罪
と
し
て
懲
役
の
処
分
を
受
け
ま

す
。 

 

  （表 面） 
 
介

（特

護保険利用者負担額減額・免除等認定証

別養護老人ホームの要介護旧措置入所者に関する認定証）

 
交付年月日   平成  年  月  日 

番 号  

住 所  

フ リ ガ ナ  

氏 名  

生 年 月 日 明治・大正・昭和 年 月 日
性

別
男・女 

適 用 年 月 日 平成  年  月  日から 

被 
 

保 
 

険 
 

者 

有 効 期 限 平成  年  月  日まで 

減 額 ・ 免 除 等 認

定 事 項 

 
給付率    ／１００ 

保 険 者 番 号 
並 び に 保 険 
者 の 名 称 及 
び   印 

 
       

 
 備考 

   １ この証の大きさは、縦１２８ミリメートル、横９１ミリメートルとすること。 
   ２ 必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができること。 
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